
高知県水産業協同組合法施行細則 水産業協同組合法施行細則

（設立の認可の申請手続等） （設立の認可申請）
第２条　発起人は、法第63条第１項（法第92条第４項、第96条第４項、第10 第２条　発起人は、法第63条第１項（法第86条第３項、第92条第４項、第96
0条第４項及び第105条第４項において準用する場合を含む。）の規定によ 条第４項、第100条第４項及び第100条の８第４項において準用する場合を
り、設立の認可を受けようとするときは、申請書に次に掲げる書類を添え 含む。）の規定により、設立の認可を受けようとするときは、申請書に次
て知事に提出しなければならない。 に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。
(1)～(6)　（略） (1)～(6)　（略）
２　前項第５号に掲げる設立経過報告書（次項の規定により提出するものを ２　前項第５号の設立経過報告書には、次に掲げる事項を記載しなければな
含む。）には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 らない。
(1)～(3)　（略） (1)～(3)　（略）
３　漁業生産組合は、法第85条の２第４項の規定により組合の設立の届出を
しようとするときは、第１項各号に掲げる書類を添えなければならない。

（登記事項証明書の提出） （登記事項証明書の提出）
第３条　組合は、法第９条第１項の規定により登記を完了したときは、２週 第３条　組合は、法第101条から第112条までの規定により登記を完了したと
間以内に当該登記に係る登記事項証明書を知事に提出しなければならな きは、２週間以内に当該登記に係る登記事項証明書を知事に提出しなけれ
い。 ばならない。

（監事等による総会及び総代会の招集の届出） （監事等による総会及び総代会の招集の届出）
第４条　法第47条の３第２項（法第52条第６項の規定により総代会に準用す 第４条　法第47条の４第２項（法第52条第６項の規定により総代会に準用す
る場合を含む。）（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、第10 る場合を含む。）（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、第10
0条第３項及び第105条第３項において準用する場合を含む。）の規定によ 0条第３項及び第100条の８第３項において準用する場合を含む。）の規定
り、監事が総会又は総代会の招集を通知したときは、直ちに次に掲げる事 により、監事が総会又は総代会の招集を通知したときは、直ちに次に掲げ
項を知事に届け出なければならない。 る事項を知事に届け出なければならない。
(1)～(5)　（略） (1)～(5)　（略）
２　前項の規定は、法第34条の２第４項に規定する経営管理委員設置組合 ２　前項の規定は、法第34条の２第３項の経営管理委員を置く組合におい
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（第７条第１項第１号において「経営管理委員設置組合」という。）にお て、法第47条の４第３項（法第52条第６項の規定により総代会に準用する
いて、法第47条の３第３項（法第52条第６項の規定により総代会に準用す 場合を含む。）（法第92条第３項及び第100条の８第３項において準用す
る場合を含む。）（法第92条第３項及び第105条第３項において準用する る場合を含む。）の規定により、理事が総会又は総代会の招集を通知した
場合を含む。）の規定により、理事が総会又は総代会の招集を通知したと ときに準用する。
きに準用する。

（議決事項の届出） （議決事項の届出）
第５条　組合は、総会又は総代会において、次に掲げる事項を議決したとき 第５条　組合は、総会又は総代会において、次に掲げる事項を議決したとき
は、２週間以内にその議事録の謄本を添えて知事に届け出なければならな は、２週間以内にその議事録の謄本を添えて知事に届け出なければならな
い。 い。
(1)～(4)　（略） (1)～(4)　（略）
(5)　事業の全部の譲渡、信用事業、法第11条第１項第５号若しくは第７ (5)　事業の全部の譲渡、信用事業若しくは法第11条第１項第５号、第７
号の事業（これに附帯する事業を含む。）若しくは法第15条の２第１項 号若しくは第11号の事業（これに附帯する事業を含む。）の全部若しく
に規定する共済事業の全部若しくは一部の譲渡又は共済契約の全部若し は一部の譲渡又は共済契約の全部若しくは一部の移転（その一部の移転
くは一部の移転（その一部の移転にあっては、責任準備金の算出の基礎 にあっては、責任準備金の算出の基礎が同じである共済契約の全部を包
が同じである共済契約の全部を包括して移転するものに限る。） 括して移転するものに限る。）
(6)　財産目録又は法第40条第２項に規定する計算書類及び事業報告並び (6)　貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案又は損失処理案、注記表及
にこれらの附属明細書 び事業報告並びにこれらの附属明細書
(7)・(8)　（略） (7)・(8)　（略）
(9)　法第33条の２第１項に規定する規則等の制定若しくは設定、変更又 (9)　漁業権行使規則若しくは入漁権行使規則又は遊魚規則の制定、変更
は廃止 又は廃止

(10)　（略） (10)　（略）

（漁業の自営に関する届出） （漁業の自営に関する届出）
第６条　（略） 第６条　（略）
２　（略） ２　（略）
３　組合が、第１項の届出に係る事業を廃止し、又は中止したときは、直ち ３　組合が、第１項の事業を廃止し、又は中止したときは、直ちにその旨を
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にその旨を知事に届け出なければならない。 知事に届け出なければならない。

（諸届） （諸届）
第７条　組合は、次の各号のいずれかに該当する事項が発生したときは、２ 第７条　組合は、次の各号のいずれかに該当する事項が発生したときは、２
週間以内にその旨を知事に届け出なければならない。 週間以内にその旨を知事に届け出なければならない。
(1)　法第42条第１項（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、 (1)　法第42条第１項（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、
第100条第３項及び第105条第３項において準用する場合を含む。）の規 第100条第３項及び第100条の８第３項において準用する場合を含む。）
定により、役員（経営管理委員設置組合にあっては、理事を除く。次条 の規定により、役員（法第34条の２第３項の経営管理委員を置く組合に
において同じ。）の改選の請求を受けたとき。 あっては、理事を除く。次条において同じ。）の改選の請求を受けたと

き。
(2)　法第46条第１項（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、 (2)　法第46条第１項（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、
第100条第３項及び第105条第３項において準用する場合を含む。）の規 第100条第３項及び第100条の８第３項において準用する場合を含む。）
定により、参事又は会計主任の解任の請求を受けたとき。 の規定により、参事又は会計主任の解任の請求を受けたとき。
(3)　法第47条の２第２項（法第52条第６項の規定により総代会に準用す (3)　法第47条の３第２項（法第52条第６項の規定により総代会に準用す
る場合を含む。）（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、第 る場合を含む。）（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、第
100条第３項及び第105条第３項において準用する場合を含む。）の規定 100条第３項及び第100条の８第３項において準用する場合を含む。）の
により、総会又は総代会の招集の請求を受けたとき。 規定により、総会又は総代会の招集の請求を受けたとき。

２　（略） ２　（略）

（役員の就任及び退任の届出） （役員の就任及び退任の届出）
第８条　組合は、役員を選挙又は選任（改選を含む。以下この項において同 第８条　組合は、役員を選挙又は選任（改選を含む。以下この項において同
じ。）したときは、２週間以内に次に掲げる事項（漁業生産組合にあって じ。）したときは、２週間以内に次に掲げる事項を記載した書面に選挙録
は、第２号に掲げる事項を除く。）を記載した書面に選挙録又は選任録及 又は選任録及び総会議事録又は総代会議事録（代表理事の選挙又は選任に
び総会議事録又は総代会議事録（代表理事の選挙又は選任にあっては、理 あっては、理事会議事録）の謄本を添えて知事に届け出なければならな
事会議事録）の謄本を添えて知事に届け出なければならない。 い。
(1)　（略） (1)　（略）
(2)　法第34条第10項（法第92条第３項、第96条第３項、第100条第３項及 (2)　法第34条第10項（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、
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び第105条第３項において準用する場合を含む。）に規定する組合員で 第100条第３項及び第100条の８第３項において準用する場合を含む。）
ある資格事項 に規定する組合員である資格事項
(3)　（略） (3)　（略）
２　（略） ２　（略）

（定款変更の認可申請等） （定款変更の認可申請）
第12条　組合（漁業生産組合を除く。）は、法第48条第２項（法第92条第３ 第12条　組合は、法第48条第２項（法第86条第２項、第92条第３項、第96条
項、第96条第３項、第100条第３項及び第105条第３項において準用する場 第３項、第100条第３項及び第100条の８第３項において準用する場合を含
合を含む。）の規定により、定款変更の認可を受けようとするときは、申 む。）の規定により、定款変更の認可を受けようとするときは、申請書に
請書に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。
(1)～(3)　（略） (1)～(3)　（略）
２　出資１口の金額を減少しようとするときは、前項に規定する書類のほ ２　出資１口の金額を減少しようとするときは、前項各号の書類のほか、次
か、次に掲げる書類を添えなければならない。 に掲げる書類を添えなければならない。
(1)　（略） (1)　（略）
(2)　法第53条第２項（法第92条第３項、第96条第３項、第100条第３項及 (2)　法第53条第２項（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、
び第105条第３項において準用する場合を含む。）の規定による公告及 第100条第３項及び第100条の８第３項において準用する場合を含む。）
び催告に係る書面の写し の規定による公告及び催告に係る書面の写し
(3)　法第54条第２項（法第92条第３項、第96条第３項、第100条第３項及 (3)　法第54条第２項（法第86条第２項、第92条第３項、第96条第３項、
び第105条第３項において準用する場合を含む。）の規定による手続を 第100条第３項及び第100条の８第３項において準用する場合を含む。）
したときは、そのことを証する書類 の規定による手続をしたときは、そのことを証する書類

３　（略） ３　（略）
４　出資最低持ち口数を引き上げようとするときは、第１項に規定する書類 ４　出資最低持ち口数を引き上げようとするときは、第１項の書類のほか、
のほか、引上げ後の最低持ち口数に達しない全組合員の同意のあることを 引上げ後の最低持ち口数に達しない全組合員の同意のあることを証する書
証する書類を添えなければならない。 類を添えなければならない。
５　漁業及びこれに附帯する事業を営むことに係る定款変更の場合は、第１ ５　漁業及びこれに附帯する事業を営むことに係る定款変更の場合は、第１
項に規定する書類のほか、法第17条に規定する条件を具備していることを 項に掲げる書類のほか、法第17条に規定する条件を具備していることを証
証する書類を添えなければならない。 する書類を添えなければならない。
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６　漁業生産組合は、法第84条の７第２項の規定により定款の変更の届出を
しようとするときは、第１項各号に掲げる書類のほか、第２項から前項ま
でに規定する場合は、それぞれ第２項から前項までに規定する書類を添え
なければならない。

（信用事業方法書の届出） （信用事業方法書の届出）
第13条　貯金又は定期積金の受入れ事業を行う組合は、法第11条の５に規定 第13条　貯金又は定期積金の受入れ事業を行う組合は、法第11条の４に規定
する信用事業規程の設定に併せて、信用事業方法書を制定し、次に掲げる する信用事業規程の設定に併せて、信用事業方法書を制定し、次に掲げる
書類を添えて知事に届け出なければならない。これを変更し、又は廃止し 書類を添えて知事に届け出なければならない。これを変更し、又は廃止し
ようとするときも同様とする。 ようとするときも同様とする。
(1)～(3)　（略） (1)～(3)　（略）

（資源管理規程等の認可申請） （資源管理規程等の認可申請）
第14条　組合は、法第11条の３第１項（法第92条第１項において準用する場 第14条　組合は、法第11条の２第１項（法第92条第１項において準用する場
合を含む。）、第11条の５第１項（法第92条第１項、第96条第１項又は第 合を含む。）、第11条の４第１項（法第92条第１項、第96条第１項又は第
100条第１項において準用する場合を含む。）又は第15条の２第１項（法 100条第１項において準用する場合を含む。）又は第15条の２第１項（法
第96条第１項又は第105条第１項において準用する場合を含む。）の規定 第96条第１項又は第100条の８第１項において準用する場合を含む。）の
により、資源管理規程、信用事業規程又は共済規程（以下この条において 規定により、資源管理規程、信用事業規程又は共済規程（以下この条にお
「資源管理規程等」という。）の認可を受けようとするときは、申請書に いて「資源管理規程等」という。）の認可を受けようとするときは、申請
次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 書に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。
(1)～(3)　（略） (1)～(3)　（略）
２　法第11条の３第１項（法第92条第１項において準用する場合を含む。） ２　法第11条の２第１項（法第92条第１項において準用する場合を含む。）
の規定による資源管理規程の変更又は法第11条の５第３項（法第92条第１ の規定による資源管理規程の変更又は法第11条の４第３項（法第92条第１
項、第96条第１項又は第100条第１項において準用する場合を含む。）若 項、第96条第１項又は第100条第１項において準用する場合を含む。）若
しくは第15条の２第２項（法第96条第１項又は第105条第１項において準 しくは第15条の２第２項（法第96条第１項又は第100条の８第１項におい
用する場合を含む。）の規定による信用事業規程若しくは共済規程の変更 て準用する場合を含む。）の規定による信用事業規程若しくは共済規程の
若しくは廃止の認可を受けようとするときは、申請書に次に掲げる書類 変更若しくは廃止の認可を受けようとするときは、申請書に次に掲げる書
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（廃止の申請にあっては、第１号及び第２号に掲げる書類に限る。）を添 類を添えて知事に提出しなければならない。ただし、廃止の申請にあって
えて知事に提出しなければならない。 は、第３号及び第４号に掲げる書類を添える必要はないものとする。
(1)～(5)　（略） (1)～(5)　（略）

（解散の認可申請） （解散の認可申請）
第15条　組合（漁業生産組合を除く。）は、法第68条第２項（法第96条第５ 第15条　組合は、法第68条第２項（法第86条第４項、第96条第５項及び第10
項及び第105条第５項において準用する場合を含む。）又は第91条第２項 0条の８第５項において準用する場合を含む。）又は第91条第２項（法第1
（法第100条第５項において準用する場合を含む。）の規定により、解散 00条第５項において準用する場合を含む。）の規定により、解散の決議の
の決議の認可を受けようとするときは、申請書に次に掲げる書類を添えて 認可を受けようとするときは、申請書に次に掲げる書類を添えて知事に提
知事に提出しなければならない。 出しなければならない。
(1)～(3)　（略） (1)～(3)　（略）

（自然解散の届出手続） （自然解散の届出）
第16条　法第68条第６項（第96条第５項及び第105条第５項において準用す 第16条　法第68条第５項（法第86条第４項、第96条第５項及び第100条の８
る場合を含む。）又は第85条の４第２項の規定による解散の届出は、次に 第５項において準用する場合を含む。）の規定による解散の届出は、次に
掲げる事項を記載した書面により行わなければならない。 掲げる事項を記載した書面により行わなければならない。
(1)　組合員（准組合員を除く。）が、漁業協同組合にあっては20人（業 (1)　組合員（准組合員を除く。）が、漁業協同組合にあっては20人（業
種別組合にあっては、15人）未満に、漁業生産組合にあっては３人未満 種別組合にあっては、15人）未満に、漁業生産組合にあっては７人未満
に、水産加工業協同組合にあっては15人未満に、共済水産業協同組合連 に、水産加工業協同組合にあっては15人未満に、共済水産業協同組合連
合会にあっては１人になった年月日 合会にあっては１人になった年月日
(2)　（略） (2)　（略）

（合併の認可申請等） （合併の認可申請）
第17条　組合（漁業生産組合を除く。）は、法第69条第２項（法第92条第５ 第17条　組合は、法第69条第２項（法第86条第４項、第92条第５項、第96条
項、第96条第５項、第100条第５項及び第105条第５項において準用する場 第５項、第100条第５項及び第100条の８第５項において準用する場合を含
合を含む。）の規定により、合併の認可を受けようとするときは、申請書 む。）の規定により、合併の認可を受けようとするときは、申請書に次に
に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。
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(1)～(5)　（略） (1)～(5)　（略）
(6)　出資組合にあっては、法第69条第４項（法第92条第５項、第96条第 (6)　出資組合にあっては、法第69条第４項（法第86条第４項、第92条第
５項、第100条第５項及び第105条第５項において読み替えて準用する場 ５項、第96条第５項、第100条第５項及び第100条の８第５項において準
合を含む。）において準用する法第53条並びに第54条第１項及び第２項 用する場合を含む。）において準用する法第53条並びに第54条第１項及
の規定による手続を終了したことを証する書類 び第２項の規定による手続を終了したことを証する書類
(7)　（略） (7)　（略）
２　合併により組合を設立する場合は、前項各号に掲げる書類のほか、次に ２　合併により組合を設立する場合は、前項各号の書類のほか、次に掲げる
掲げる書類を添えなければならない。 書類を添えなければならない。
(1)　設立委員の略歴及び法第70条第１項（法第92条第５項、第96条第５ (1)　設立委員の略歴及び法第70条第１項（法第86条第４項、第92条第５
項、第100条第５項及び第105条第５項において準用する場合を含む。） 項、第96条第５項、第100条第５項及び第100条の８第５項において準用
に規定する資格を証する書類 する場合を含む。）に規定する資格を証する書類
(2)　役員の住所、氏名、略歴及び法第70条第２項（法第92条第５項、第9 (2)　役員の住所、氏名、略歴及び法第70条第２項（法第86条第４項、第9
6条第５項、第100条第５項及び第105条第５項において準用する場合を 2条第５項、第96条第５項、第100条第５項及び第100条の８第５項にお
含む。）において準用する法第34条第10項本文に規定する資格を証する いて準用する場合を含む。）において準用する法第34条第10項本文に規
書類 定する資格を証する書類

(3)　（略） (3)　（略）
３　漁業生産組合は法第85条の５第３項の規定により組合の合併の届出をし
ようとするときは、第１項各号に掲げる書類のほか、第２項に規定する場
合は、同項各号に掲げる書類を添えなければならない。

（定款その他の書類の備付け等） （定款その他の書類の備付け等）
第19条　組合は、法第31条の２第２項（法第82条の２第２項、第92条第２ 第19条　組合は、法第31条の２第２項（法第82条の２第２項、第92条第２
項、第96条第２項、第100条第２項及び第105条第２項において準用する場 項、第96条第２項、第100条第２項及び第100条の８第２項において準用す
合を含む。）、第33条の２第１項（法第86条第２項、第92条第３項、第96 る場合を含む。）、第33条の２第１項（法第86条第２項、第92条第３項、
条第３項、第100条第３項及び第105条第３項において準用する場合を含 第96条第３項、第100条第３項及び第100条の８第３項において準用する場
む。）、第39条第１項（法第92条第３項、第96条第３項、第100条第３項 合を含む。）、第39条第１項（法第92条第３項、第96条第３項、第100条
及び第105条第３項において準用する場合を含む。）並びに第40条第９項 第３項及び第100条の８第３項において準用する場合を含む。）並びに第4
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（法第92条第３項、第96条第３項、第100条第３項及び第105条第３項にお 0条第９項及び第50条の４第２項（法第86条第２項、第92条第３項、第96
いて準用する場合を含む。）及び第50条の４第２項（法第86条第２項、第 条第３項、第100条第３項及び第100条の８第３項において準用する場合を
92条第３項、第96条第３項、第100条第３項及び第105条第３項において準 含む。）に規定するもののほか、財務及び運営の状況を明らかにする帳簿
用する場合を含む。）に規定するもののほか、財務及び運営の状況を明ら を備えておき、事務を整理しなければならない。
かにする帳簿を備えておき、事務を整理しなければならない。

第20条　文書は、次に掲げるものに分類し、整理しなければならない。 第20条　文書は、次のものに分類し、整理しなければならない。
(1)～(9)　（略） (1)～(9)　（略）
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